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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結

累計期間
第23期

会計期間

自2017年
６月１日
至2018年
２月28日

自2018年
６月１日
至2019年
２月28日

自2017年
６月１日
至2018年
５月31日

売上高 （千円） 31,218,858 24,416,216 43,507,067

経常利益 （千円） 574,956 281,188 1,253,807

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 350,947 196,177 802,824

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 406,237 196,121 827,493

純資産額 （千円） 9,708,371 10,030,811 10,138,218

総資産額 （千円） 32,163,614 36,772,050 31,997,270

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 39.62 21.96 90.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 39.29 21.95 89.66

自己資本比率 （％） 30.1 27.2 31.6

回次
第23期

第３四半期連結
会計期間

第24期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2017年
12月１日
至2018年
２月28日

自2018年
12月１日
至2019年
２月28日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.25 8.79

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2018年６月１日～2019年2月28日）におけるわが国経済は、良好な雇用・所得環境

を背景に個人消費は引き続き堅調に推移したものの、中国向けを中心に外需の減速感が企業収益に影響を及ぼすこ

とが懸念され、景気に足踏み感がみられる状況となりました。

首都圏の中古マンション市場における成約件数は、東日本不動産流通機構（東日本レインズ）によりますと、

当第３四半期（９ヶ月）において前年同期を0.9％上回って推移しました。また、平均成約価格は、2019年１月に

73ヶ月ぶりに前年同月を下回ったものの、翌２月には前年同月比で3.6％上回りました。

当社グループでは、主たる事業であります中古マンション再生流通事業（リノヴェックスマンション事業）に

おいて、物件あたりの利益率は順調に改善しておりますが、在庫件数が低水準で推移し販売が想定よりも伸びなか

ったことにより、販売件数は前年同期に比べ23.3％減の836件となりました。

また、その他不動産事業では、中長期的な視点で多様な事業ポートフォリオを構築し収益の安定成長を図るた

め、不動産ソリューション事業分野において人員増強を図りながら業容の拡大に努めました。当該事業分野とし

て、まず、不動産を小口化して共同で保有する資産商品を提供するアセットシェアリング事業において、当期に

「アセットシェアリング京町家再生Ⅰ」（完売）と「アセットシェアリング北千住駅前」（一部）、そして、ホテ

ル＆レジデンス「モンタン博多」を投資対象とした「アセットシェアリング博多」（一部）を組成し販売しまし

た。次に、2017年よりスタートしたリースバック事業においては、住み続けながら所有物件を売却できる不動産活

用システム「安住売却〈あんばい〉」を提供し、テレビＣＭ等の広告媒体や大手不動産仲介会社等との連携により

着実に物件取得を進めており、賃貸収入と中長期的な販売物件としての収益寄与を想定した事業展開に注力してお

ります。

以上のような取り組みによりまして、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高が244億16百万円（前

年同期比21.8％減）となり、営業利益が5億3百万円(同38.2％減)、経常利益が2億81百万円(同51.1％減)、親会社

株主に帰属する四半期純利益が1億96百万円(同44.1％減)となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（中古マンション再生流通事業 〔リノヴェックスマンション事業〕）

当事業部門において、リノヴェックスマンションの販売件数が836件（前年同期比254件減）、平均販売価格が

2,368万円（同0.1％減）となり、物件販売の売上高は197億98百万円（同23.4％減）となりました。また、マンシ

ョンによる賃貸収入売上は1億36百万円（同0.9％増）、その他収入売上が13百万円（同53.4％減）となりました。

これらの結果、当事業部門における売上高は、199億48百万円（同23.3％減）となり、営業利益は、4億40百万

円（同44.2％減）となりました。

（その他不動産事業）

当事業部門における物件販売の売上高は、不動産小口化商品「アセットシェアリング」シリーズの販売により9

億58百万円、その他不動産により16億21百万円をそれぞれ計上し、合計で前年同期比31.5％減の25億80百万円とな

りました。また、その他不動産による賃貸収入売上は、リースバック物件の増加もあり6億25百万円（前年同期比

38.1％増）となりました。加えて、その他収入売上は、同業他社や個人向けのリノベーション内装工事、モンタン

博多のホテル運営収益等により12億61百万円（同28.0％増）となりました。

これらの結果、当事業部門の売上高は44億67百万円（同14.2％減）、営業利益は4億84百万円（同22.1％増）と

なりました。
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（2）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、資産が367億72百万円（前連結会計年度末比47億74百万円

増）、負債が267億41百万円（同48億82百万円増）、純資産は100億30百万円（同1億7百万円減）となりました。

資産の主な増加要因は、現金及び預金が22億25百万円減少した一方で、たな卸資産が35億34百万円、有形固定

資産が28億23百万円、流動資産のその他が5億17百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

負債の主な増加要因は、未払法人税等が2億49百万円、社債が1億30百万円それぞれ減少した一方で、短期借入

金が9億50百万円、1年内返済予定の長期借入金が17億15百万円、長期借入金が23億85百万円それぞれ増加したこと

等によるものであります。

また、純資産の主な減少要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を1億96百万円計上した一方で、利益剰余

金の配当により3億3百万円の減少があったこと等によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

特記すべき事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,500,000

計 17,500,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2019年４月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,932,100 8,932,100
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

は100株であ

ります。

計 8,932,100 8,932,100 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2019年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 2018年12月１日～

2019年２月28日
－ 8,932,100 － 2,253,779 － 2,362,627
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2019年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,929,400 89,294 －

単元未満株式 普通株式 2,600 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,932,100 － －

総株主の議決権 － 89,294 －

（注）「単元未満株式」欄には、自己株式９株を含めております。

②【自己株式等】

2019年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱インテリックス 東京都渋谷区渋谷2-12-19 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

(注）上記の他、単元未満株式が９株あります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年12月１日から2019

年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年６月１日から2019年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,846,830 3,621,098

売掛金 99,646 123,627

販売用不動産 13,683,780 18,157,524

仕掛販売用不動産 3,649,385 2,709,942

前渡金 311,740 326,185

その他 245,992 763,344

貸倒引当金 △103 △6,263

流動資産合計 23,837,271 25,695,459

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,844,982 2,481,826

土地 3,823,118 6,990,809

建設仮勘定 64,572 99,129

その他（純額） 62,870 47,389

有形固定資産合計 6,795,543 9,619,154

無形固定資産

借地権 467,663 464,906

その他 19,248 42,682

無形固定資産合計 486,911 507,589

投資その他の資産

投資有価証券 361,915 363,775

繰延税金資産 117,809 60,169

その他 403,627 533,437

貸倒引当金 △5,809 △7,535

投資その他の資産合計 877,543 949,846

固定資産合計 8,159,998 11,076,590

資産合計 31,997,270 36,772,050
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 463,609 856,686

短期借入金 8,675,886 9,625,994

1年内償還予定の社債 240,000 240,000

1年内返済予定の長期借入金 1,671,469 3,386,758

未払法人税等 249,546 －

前受金 147,851 240,277

アフターサービス保証引当金 19,829 25,715

その他 864,218 527,704

流動負債合計 12,332,410 14,903,135

固定負債

社債 680,000 550,000

長期借入金 8,378,593 10,763,624

その他 468,047 524,478

固定負債合計 9,526,640 11,838,103

負債合計 21,859,051 26,741,238

純資産の部

株主資本

資本金 2,253,695 2,253,779

資本剰余金 2,467,023 2,467,106

利益剰余金 5,383,871 5,276,364

自己株式 △115 △115

株主資本合計 10,104,475 9,997,135

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 17,969 17,508

繰延ヘッジ損益 △1,265 △861

その他の包括利益累計額合計 16,703 16,647

新株予約権 17,039 17,028

純資産合計 10,138,218 10,030,811

負債純資産合計 31,997,270 36,772,050
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
至 2018年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2019年２月28日)

売上高 31,218,858 24,416,216

売上原価 27,421,047 20,819,426

売上総利益 3,797,810 3,596,789

販売費及び一般管理費 2,982,724 3,092,941

営業利益 815,086 503,848

営業外収益

受取利息 2,638 3,128

受取配当金 5,511 2,396

違約金収入 5,524 10,390

業務受託料 450 450

投資有価証券売却益 2,401 －

補助金収入 236 15,558

受取手数料 3,672 3,889

その他 14,718 23,404

営業外収益合計 35,152 59,219

営業外費用

支払利息 226,751 207,365

支払手数料 41,181 61,289

その他 7,349 13,223

営業外費用合計 275,282 281,878

経常利益 574,956 281,188

特別利益

固定資産売却益 125 4,461

新株予約権戻入益 63 －

特別利益合計 188 4,461

特別損失

固定資産処分損 418 5

特別損失合計 418 5

税金等調整前四半期純利益 574,726 285,644

法人税、住民税及び事業税 148,671 31,802

法人税等調整額 75,107 57,664

法人税等合計 223,778 89,467

四半期純利益 350,947 196,177

親会社株主に帰属する四半期純利益 350,947 196,177
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
至 2018年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2019年２月28日)

四半期純利益 350,947 196,177

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 54,757 △460

繰延ヘッジ損益 531 404

その他の包括利益合計 55,289 △56

四半期包括利益 406,237 196,121

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 406,237 196,121

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

（有形固定資産から販売用不動産への振替）

所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替えております。その内容は以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度
（自 2017年６月１日
至 2018年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年６月１日
至 2019年２月28日）

建物及び構築物 105,936千円 1,225,915千円

土地 184,632 703,281

その他 － 7,719

計 290,569 1,936,916

（販売用不動産から有形固定資産への振替）

所有目的の変更により、販売用不動産の一部を有形固定資産に振替えております。その内容は以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度
（自 2017年６月１日
至 2018年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年６月１日
至 2019年２月28日）

建物及び構築物 10,934千円 85,957千円

土地 68,419 322,810

建設仮勘定 43,719 －

計 123,073 408,768
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

前第３四半期連結累計期間
（自 2017年６月１日
至 2018年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年６月１日
至 2019年２月28日）

減価償却費 174,724千円 192,460千円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2017年６月１日 至 2018年２月28日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年７月11日

取締役会
普通株式 141,207 16 2017年５月31日 2017年８月９日 利益剰余金

2018年１月12日

取締役会
普通株式 150,925 17 2017年11月30日 2018年２月９日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2018年６月１日 至 2019年２月28日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年７月12日

取締役会
普通株式 151,840 17 2018年５月31日 2018年８月10日 利益剰余金

2019年１月11日

取締役会
普通株式 151,843 17 2018年11月30日 2019年２月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2017年６月１日 至 2018年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

中古マンション
再生流通事業

その他
不動産事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 26,011,268 5,207,589 31,218,858 － 31,218,858

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 26,011,268 5,207,589 31,218,858 － 31,218,858

セグメント利益 790,340 396,671 1,187,011 △371,924 815,086

（注）１．セグメント利益の調整額△371,924千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2018年６月１日 至 2019年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

中古マンション
再生流通事業

その他
不動産事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 19,948,690 4,467,525 24,416,216 － 24,416,216

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 19,948,690 4,467,525 24,416,216 － 24,416,216

セグメント利益 440,689 484,507 925,197 △421,349 503,848

（注）１．セグメント利益の調整額△421,349千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2017年６月１日
至 2018年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年６月１日
至 2019年２月28日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 39円62銭 21円96銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
350,947 196,177

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
350,947 196,177

普通株式の期中平均株式数（株） 8,857,920 8,931,869

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 39円29銭 21円95銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 74,966 4,473

（うち新株予約権（株）） （74,966） （4,473）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2019年１月11日開催の取締役会において、第２四半期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）第２四半期末配当による配当金の総額・・・・・・・151,843千円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・17円

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・2019年２月８日

（注）2018年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年４月10日

株式会社インテリックス

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 林 一 樹 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江 下 聖 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インテ

リックスの2018年６月１日から2019年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年12月１日から2019

年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年６月１日から2019年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社の2019年２月28日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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